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要旨 

目的：本研究の目的は、日本における貧困および貧困研究の現状を把握し、また貧困の背

景要因等に関する実証分析を行うことにより、これまでの貧困研究の体系化と総括的な

評価に取り組むことである。 

方法：分担課題ごとに、厚生労働省「国民生活基礎調査」の再集計、文献検討、シミュレ

ーション分析枠組みの構築を行った。各国の居住保障政策の実態について住宅手当（家賃

補助）、社会住宅に焦点化してイギリス、フランス、デンマークの現地調査を実施した。 

結果：平成 25 年度の「国民生活基礎調査」の再集計により貧困にかかる幾つかの指標値

を得た。住宅・土地統計調査等の個票データの分析に際して、最低居住面積水準未満率が

1 人世帯や 30 歳代前半の若年層や女性において高いことが確認された。また、住宅の質

が、特に低所得層の、個人の健康等に対してどのように影響するかの観点からの分析も 
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必要と考えられた。各国の居住保障政策については、住宅手当（家賃補助）及び社会住宅

を中心に、共通して直面する課題と各国別の課題が今年度の調査対象国（フランス、デン

マーク、イギリス）について把握された。 

考察及び結論：「国民生活基礎調査」の再集計については他年度のデータで同様に整合的

な知見が得られるか、社会経済状態や単身化・高齢化など人口構造の変化などが貧困率に

与えていた影響に関する分析を行う必要がある。提供を受けることができた「住宅・土地

統計調査」を用いて、最低居住面積水準未満率が高い 1 人世帯や 30 歳代前半の若年層や

女性の居住する住宅の質に注目した分析、さらに低所得者の居住する住宅の質が健康な

どに対してどのような影響を与えるかの分析が必要であると考えられた。今年度利用可

能になると考えられる国立社会保障・人口問題研究所「生活と支え合いに関する調査」

（平成 29 年度）の個票データを用いて、相対的はく奪・社会的排除の日本の実態につい

て詳細な分析を、住宅の側面も含めて迅速に行う必要がある。各国の居住保障政策につい

ては、調査対象国の住宅手当（家賃補助）及び社会住宅それぞれの制度の詳細及び課題、

それに対する政策的対応について、社会保障制度全体における居住の側面の位置づけを

含めて、さらに詳細に吟味する必要がある。さらに、これらの結果と、各国の社会経済状

態が変化してきている現状を踏まえつつ、統計データによる国際比較を適切に融合して、

各国の居住保障政策の実態を多面的に明らかにすることが重要と考えられた。研究班全

体として、日本国内の状況についての数量的分析結果を、今年度利用可能になる「生活と

支え合いに関する調査」平成 29 年度版個票データの分析結果を含めてさらに迅速に算出

すること、各国の住宅手当（家賃補助）・社会住宅を核とした居住保障政策の分析及び各

国を横断する分析をさらに詳細に行うこと、それら個別の検討結果を学際的な本研究班

員全体で議論して分析内容の精緻化・総合化を図ることが必要であると考えられた。 

 

A.研究の目的 

 本研究の目的は、日本における貧困およ

び貧困研究の現状を把握し、また貧困の背

景要因等に関する実証分析を行うことによ

り、これまでの貧困研究の体系化と総括的

な評価に取り組むことである。 

 

B.研究の方法 

 分担課題のうち、「貧困率の測定に関する

研究」については二次利用申請により提供

を受けた厚生労働省「国民生活基礎調査」の

再集計による分析を、「住宅の質に関する研

究」、「低所得者の住宅・住居の実態及び課題

の把握」については、文献サーベイ及び公表

統計の分析を行いつつ、総務省統計局「住

宅・土地統計調査」の二次利用申請を行い、

分析の準備を行った。「排除指標に関する研

究」、「剥奪に関する研究」については異なる

観点からの文献調査を引き続き本年度は行

った。研究課題「今後の貧困の動向について

の測定手法開発に関する研究」については

LIAM2 と呼ばれる分析プログラムを用い

て、シミュレーション分析の全体枠組みの

構築を行った。各国の住宅手当（家賃補助）

及び社会住宅に焦点化した居住保障政策の

実態把握については、イギリス、フランス、
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デンマークの現地調査を実施した。 

 

C.結果 

C-１) 「相対的貧困率の推計」 

 平成 25 年度の「国民生活基礎調査」の再

集計により、年齢階級別にみると高齢者の

貧困率が高く、特に高齢女性が深刻であっ

た。住居形態別では、公営賃貸の貧困率が高

いが、高齢者では民間賃貸の貧困率の方が

高くなっていることが分かった。 

C-2) 「住宅の質に関する研究」 

 文献レビューの結果として「住宅・土地統

計調査」を用いた居住水準に関するものが

多くみられたほか、「全国消費実態調査」を

用いた住居負担に関する研究、住宅資産に

関する研究などがあることが指摘された。

既存統計の多くが世帯単位で実施されてい

るため、世帯主以外の世帯員の情報が少な

く、個人単位の分析が困難である点の指摘

もなされた。 

 「住宅・土地統計調査」の公表データの分

析から、最低居住面積水準未満率が 1 人世

帯や 30 歳代前半の若年層や女性において

高いことが確認された。 

C-3) 「低所得者等の住宅・居住の実態及び

課題の把握」 

経済学の視点から「住環境の貧困が健康

に与える影響」及び「住宅政策が低所得層に

与える影響」について、「住宅・土地統計調

査」の分析を視野に入れつつ、文献調査が行

われた。詳細は両報告書にあるが、前者は住

環境の剥奪と健康について、（住環境の）剥

奪指標を構成する際に、主成分分析

(Principal component analysis)や因子分析

(Factorial analysis)を用いることにより剥

奪指標の性能を改善する方法があることを

指摘しつつ、住宅の剥奪が健康に与える影

響を測定した研究等を整理している。 

後者は、米国において行われた貧困世帯

に対する住宅バウチャーの提供によって居

住環境・近隣環境の変化が、成人や子供の

様々なアウトカムに与える実験にかかる研

究について検討し、住宅・土地統計調査を活

用して住宅政策が低所得層に対してどのよ

うな影響を与えるかについて含意を得た。 

C-4) 「社会的排除とその指標に関する研究」 

大津分担報告は、社会的排除についての

経済学の観点から文献検討を行い、社会的

排除を測定するための操作的な定義の設定

やそれに基づく測定、政策的活用が EU や

その領域国において活発に行われてきたが

我が国では低調であることを指摘した。 

藤間分担報告は、社会的階層論において

研究者間で合意のとれた変数としての社会

階層の定義が未だになされていないことを

踏まえ、社会的排除、相対的剥奪についての

研究が政策的に含意のある知見を導出する

ためには、そもそも日本において「剥奪され

ている」、「排除されている」とはいったいど

のような状態なのかについて、量的、質的に

検討していく必要があると論じた。 

C-5) 「各国の居住保障政策」 

調査対象国（フランス、デンマーク、イギ

リス）における住宅手当（家賃補助）及び社

会住宅の現状が把握された。詳細は報告書

巻末の個別の資料を参照されるべきである

が、フランスとデンマークは社会住宅（非営

利住宅）と住宅手当（家賃補助）の補完関係

が活用されている実態が、他方で英国では

社会住宅の過少供給と Housing Benefit の

給付の増大が起こっている実態が示されて

いる。3 カ国に共通しているのは、財政的視
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点からの給付抑制・削減の圧力が住宅手当

（家賃補助）などの住宅政策に加わってい

ることである。 

C-6) 「今後の貧困の動向についての測定手

法開発に関する研究」 

初期値や遷移確率についての誤差等を精

査する必要性はあるもののシミュレーショ

ンシステム全体の枠組みの構築は完了した。 

 

D.考察 

D-１) 「相対的貧困率の推計」 

 分担研究報告にあるとおり、平成 25 年度

のデータを用いてこれまでの研究と整合的

と考えられる結果が得られている。他年度

のデータで同様に整合的な知見が得られる

か、また、1990 年代から 2016 年までのマ

クロ的な社会経済状態の変化や単身化・高

齢化など人口構造の変化などが貧困率に与

えていた影響に関する分析を行い、貧困率

の動態を明らかにする必要がある。 

D-2）「住宅の質に関する研究」 

 既存統計の多くが世帯単位で実施されて

いるため、世帯主以外の世帯員の情報が少

なく、個人単位の分析が困難である点の指

摘は重要である。例えば、若年世代は親等と

の同居をしている場合もあれば、世帯主で

ある場合も考えられる。個人単位で住宅に

ついて分析が可能である場合には、同年齢

層で親等との同居・非同居により住宅にか

かるどのような困難が潜在・顕在するのか

を明らかにし得る。親からの独立、婚姻、離

婚等のライフコース上のイベントの生起と

住宅にかかる剥奪の有無の関連を、動態的

にも、把握することが可能になる。「住宅・

土地統計調査」の公表データの分析から、最

低居住面積水準未満率が 1 人世帯や 30 歳

代前半の若年層や女性において高いことが

確認されていることから、このような分析

は居住保障にかかる重要な視角を提供する

ことになると予想される。 

国立社会保障・人口問題研究所が平成 29

年度に実施した「生活と支え合いに関する

調査」においては、世帯ごとの住宅の剥奪に

かかる設問のみならず、18 歳以上の世帯員

の個人属性が調査されており（国立社会保

障・人口問題研究所 web サイト）、住宅・土

地統計調査と合わせてその個票データを活

用することで問題が一定程度解決されると

期待される。 

D-3) 「低所得者等の住宅・居住の実態及び

課題の把握」 

今回行われた経済学の視点からの文献検

討は、「剥奪」が経済学においてその源流と

は異なる取扱によって分析の対象となって

いることを指摘するものであり、非常に興

味深い。Townsend（1979）が創始した剥奪

の議論はそれ自体が、軽重はあるとは言え、

望ましくないものであるという価値判断か

ら出発するものである。 

他方、今回の文献検討で渉猟された文献

は、住宅がさらに上位の価値物の生産のた

めの投入物と位置づけられている。それゆ

え、当事者が住宅のある要素が極めて深刻

な剥奪の状態にあると認識していても、上

位の価値物（健康等）に希薄な影響しかもた

らさない場合なども、現実に存在するかは

実証分析の結果によるが、論理的には許容

した上で分析が行われることになる。住宅

政策はこれまで住宅自体を価値物として政

策を行ってきたと考えられるが、このよう

な政策は住宅を通じた（健康・教育・生活の

質保障等の）政策とも分類されるべきかも
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知れない。このような視点からの分析は居

住保障のあり方について多面的な視野を与

える興味深い分析であると考えられる。 

D-4）「社会的排除とその指標に関する研究」 

政策的活用については当研究班の研究課

題からは外れるが、大津分担報告が指摘す

る、EU 及びその領域国において、社会的排

除を測定するための操作的な定義の設定や

それに基づく測定、政策的活用が活発に行

われてきたことの背景には第1次（1973年）

から第 6 次（2013 年）までの EU 拡大（外

務省 web サイト）を含む組織としての EU

や EU 領域国の政治・社会的な状況がある

と考えるべきであろう。 

学術的な議論の活発さと政策的活用の状

況については分けて考えるべきであろうが、

学術的議論が我が国で低調であるわけでも

なく、経済学分野では少ないながらも堅実

に研究が進められてきていることが大津分

担報告によって示されたと言えよう。他方

で、社会階層論が直面している「社会階層」

概念の定義にかかる困難が、相対的剥奪や

社会的排除の概念と密接な観点の議論を行

う研究においてもみられること、すなわち、

相対的剥奪や社会的排除の概念の操作的な

定義についての合意に至らないままに議論

が展開しつつあることは、当該分野でこれ

らの研究が何を測定しようとしているかに

関しての議論が蓄積されてこなかったこと

の結果と考えられよう。 

いずれにしても、我が国においても相対

的剥奪や社会的排除の実態を把握していく

ことは政策的に一定程度必要である。その

ためには学術的な議論が学問分野を超えて

行われることが要請される。学術的な議論

を踏まえた上で相対的剥奪や社会的排除の

概念に操作的な定義を与えて、その実態調

査を実施し、調査結果について幅広い学問

分野から批判的な吟味を受けるプロセスが

必要である。国立社会保障・人口問題研究所

が平成 29 年度に実施した「生活と支え合い

に関する調査」においてはこれらを把握す

るための項目が含まれており（国立社会保

障・人口問題研究所 web サイト）、その個票

データが利用可能となることは学術研究の

進展のために重要な機会となろう。 

D-5) 「各国の居住保障政策」 

昨年度の調査対象国（スウェーデン、オラ

ンダ）、今年度の調査対象国（フランス、デ

ンマーク、イギリス）において住宅手当（家

賃補助）及び社会住宅それぞれの制度の詳

細及び課題、課題に対する政策的対応が把

握されてきている。次年度の米国・ドイツ以

て現地調査は完了するが、個別の国につい

て、制度設計の詳細を歴史的経緯から現状

の課題までを、社会保障制度全体における

居住の側面の位置づけを含めて、社会経済

状態の変動を踏まえて明らかにすることは、

日本において居住保障政策の方向性を検討

するために非常に重要な基礎的作業となる。 

既存研究では、住宅政策イデオロギーと

してのユニタリズムとデュアリズムの区別

（Kemeny 1995）に依拠した議論が行われ

てきた。デュアリズムの国の例として日本

があり、ユニタリズムの国の例としてスウ

ェーデンがあり、居住形態は前者では持ち

家優位、後者では借家優位とされてきた（佐

藤 1999 などを参照）。しかしながら、New 

OECD Affordable Housing Database の最

新年（2014 年）の値では、持ち家率はユニ

タリズムの国でもフランス（61.4%）、スウ

ェーデン（62.1%）と日本（61.7%；2013 年

5



 

 

住宅・土地統計調査）と近接してきている国

もある。デュアリズムの国とユニタリズム

の国（少なくともスウェーデン、フランス）

において住宅政策が長期的な影響（ないし

は関連）を実際に持ったのか、経済成長など

の他の要因が影響（ないしは関連）していた

ことによるのかなど、個別の国の詳細な調

査と統計データによる国際比較を適切に融

合して、各国の居住保障政策の実態を多面

的に明らかにすることが重要と考えられる。 

D-6) 「今後の貧困の動向についての測定手

法開発に関する研究」 

所得の各項目と、それを決定する働き方

を精緻化するとともに、租税、保険料などに

ついても、控除のあり方や地域に合わせた

設定などの精緻化、所得分布の初期値につ

いて公表された値と整合させるプロセスに

ついてはさらなる精査、が必要である。ま

た、平成 28 年度の国民生活基礎調査を用い

て初期値を計算するなど、最新の情報を用

いてモデルを改善する必要がある。さらに、

そのような作業を行いつつも様々なシナリ

オを設定し、シミュレーション結果の挙動

を確認していくプロセスが必要である。一

定の前提のもとにシステムの動態を記述し

ていく性質をふまえつつ、その結果につい

て様々な観点からの吟味を行ってさらにシ

ミュレーションしていくことが必要となる。 

E.結論 

研究班全体として、日本国内の状況につ

いての数量的分析結果を、今年度利用可能

になる「生活と支え合いに関する調査」平成

29 年度版個票データの分析結果を含めて

さらに迅速に算出すること、各国の住宅手

当（家賃補助）・社会住宅を核とした居住保

障政策の分析及び各国を横断する分析をさ

らに詳細に行うこと、それら個別の検討結

果を本研究班員全体で議論して分析内容の

精緻化・総合化を図ることが必要である。 

 

F．健康被害情報 

該当なし 

G．研究発表 

 １．論文発表 

   なし 

 ２．学会発表 

   なし 

H．知的所有権の出額・登録状況（予定もふ

くむ） 

１．特許取得 

２．実用新案登録 

３．その他 

該当なし 
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